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はじめに 

  

江東区は、男女にかかわらず、一人ひとりがその個性と能力を十

分に発揮できる男女共同参画社会の形成に向けて、平成１６年３月

に「江東区男女共同参画条例」を制定しました。平成２３年３月に

は、「江東区男女共同参画ＫＯＴＯプラン」（第５次行動計画）を策

定し、男女共同参画社会の形成に関する施策を総合的かつ計画的に

推進してまいりました。 

この間、国は、平成２６年４月に「配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護等に関する法律」（ＤＶ防止法）の改正を行い、同年

６月に「男女雇用機会均等法」の改正を行って、これらの法制に係

る社会状況のあり方に即した改革を進めています。また、平成２７年９月には、「女性の

職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）を公布施行し、１２月に

は、この新たな法と一体となった「第４次男女共同参画基本計画」を策定するなど、男女

共同参画に関わる施策を急テンポで進めています。 

このたび策定いたしました「男女共同参画ＫＯＴＯプラン—改定版—」（第６次行動計

画）は、このような新たな法制度の動向や社会情勢と本区の現状を踏まえた計画として、

今後５年間、推進施策を着実に進めていく基盤となるものです。このため、性的少数者（性

的マイノリティ）に関する意識啓発や更なるワーク・ライフ・バランスの推進など今日的

な課題を盛り込むとともに、女性活躍推進法に基づく区の女性活躍推進計画とＤＶ防止法

に基づく区の配偶者暴力対策基本計画を取り込んだ計画として策定しています。 

この行動計画の推進にあたっては、行政だけでなく、区民、事業者、関係団体、関係機

関が連携し、協働で取り組んでいくことが何よりも重要であり、皆さまの一層のご理解と

ご協力をお願い申し上げる次第です。 

最後になりましたが、計画の策定に向けて、熱心にご審議いただき、答申をまとめてい

ただきました男女共同参画審議会委員の皆さまをはじめ、計画素案に関するパブリックコ

メントにおいて、貴重なご意見をお寄せいただきました区民の皆さまに、心からお礼を申

し上げます。 
 

平成 2８年 3 月 
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第1 章   計画の策定にあたって 

 

 １  計画策定の趣旨  

本区では、男女共同参画社会（※）の実現を重要施策の一つと位置づけ、平成 16（2004）

年３月に「江東区男女共同参画条例」を制定し、平成 23 年３月には第５次男女共同参画行動

計画として「江東区男女共同参画 KOTO プラン」（平成 23～27 年度）を策定し、男女共同

参画推進に取り組んでまいりました。 

平成 27 年度で第５次行動計画の計画期間が満了となることから、計画の実績や意識調査、

区長期計画の展望や男女共同参画審議会における審議等に基づき、本区における諸課題に的確

に対応し、関係する新しい法制度や社会状況の変化に沿った施策を総合的、計画的に推進する

ため、第６次行動計画として策定するものです。 

 

 ２  計画策定の背景  

（１） 世界の動き 

① 男女平等（※）の実現に向けた国際的な機運の高まり 

世界では、国際連合が提唱して昭和 50（1975）年の国際婦人年に開催された国際婦人年

世界会議（メキシコ会議）における世界行動計画の採択をはじめ、昭和 51（1976）年から

始まる「国連婦人の 10 年」に続くさまざまな取組みが行われてきました。昭和 54（1979）

年には、国連総会で「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条

約）」を採択し、日本も昭和 60（1985）年に批准しました。 

平成 7（1995）年に開かれた第 4 回世界女性会議では「北京宣言及び行動綱領」を採択、

12 の重大問題領域を設定し、平成 12（2000）年の国連特別総会（女性 2000 年会議）、

平成 27（2015）年の第 59 回国連婦人の地位委員会においては、これまでの取組状況に関

するレビュー、広報・啓発等の活動を行っています。 

※は用語解説（P146,147）参照  
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（２） 国の動き 

① 男女共同参画行動計画の策定 

国際社会における男女平等の実現に向けた取組みを受け、国は、昭和 52（1977）年に最

初の「国内行動計画」、10 年後の昭和 62（1985）年に「西暦 2000 年に向けての新国内

行動計画」、平成８年に「男女共同参画 2000 年プラン」、平成 17（2005）年に「第２次男

女共同参画基本計画」、平成 22（2010）年 12 月には「第 3 次男女共同参画基本計画」を

策定し、男女共同参画推進に向けた取組みを進めてきました。 

 

② 男女共同参画を推進する法整備の動き 

昭和 60（1985）年の「女子差別撤廃条約」批准にあたり、「男女雇用機会均等法」や「労

働基準法」の改正、「育児・介護休業法」などの法整備を進め、平成 11（1999）年には「男

女共同参画社会基本法」が成立、男女共同参画社会づくりを 21 世紀の最重要課題と位置づけ

ました。 

 

③ 男女共同参画と少子化対策の鍵となる“ワーク・ライフ・バランス(※)”の取組み 

社会の活力の低下や少子化・人口減少を解決するための取り組みに、仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）の推進があります。これまでの働き方を見直して仕事と家庭の両立

を図り、男女共同参画と少子化対策を推進することが重要であるとの認識に立ち、平成 15

（2003）年に次世代育成支援推進法を制定。平成 19（2007）年に「ワーク・ライフ・バ

ランス憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」を策定し、平成 22（2010）

年には、それを改定しています。 

 

④ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」の施行 

平成 27（2015）年には、女性が職業生活において希望に応じて十分に能力を発揮し、活

躍できる環境を整備するため、女性活躍推進法を制定。平成 27（2015）年 12 月に策定さ

れた「第４次男女共同参画基本計画」では、推進法の基本方針を反映した「あらゆる分野にお

ける女性の活躍」など４つの政策領域を体系化し、あらゆる分野における女性の活躍と男女共

同参画を推進していくこととしています。 

※は用語解説（P148）参照  
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⑤ 女性に対する暴力の根絶に向けた法整備の動き 

平成 12（2000）年に「ストーカー行為等の規制等に関する法律」、平成 13（2001）年

には、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」が公布施行されるなど、

女性に対する暴力の防止に向けた各種の法整備が進められました。特に、「配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護等に関する法律」は、平成 16（2004）年、平成 19（2007）年

に改正、平成 25（2013）年に一部改正を重ね、保護命令の対象範囲の拡大や、配偶者暴力

相談支援センター（※）機能の整備及び基本計画の策定が区市町村の努力義務として盛り込ま

れたこと、さらに生活の本拠を共にする交際相手からの暴力及びその被害者についても、配偶

者からの暴力及びその被害者に準じて法の適用対象とされたことなど、被害者の安全確保と自

立支援に向けて充実を図っています。 

 

 

 

（３） 東京都の動き 

① 国際社会の動きを受けた男女平等推進の拠点施設の整備 

東京都では、昭和 54（1979）年に東京都婦人情報センターを開設しました。平成 4（1992）

年に東京都婦人情報センターを「東京都女性情報センター」に改称し、平成 7（1995）年に

は豊かで平和な男女平等社会の推進に向けて、都民と行政が協力して女性問題解決に取り組む

具体的、実践的な活動の拠点として、東京ウィメンズプラザを開館しました。 

 

② 行動計画の策定と男女平等参画条例の制定 

昭和 53（1978）年には最初の行動計画「婦人問題解決のための東京都行動計画」を策定。

その後、平成 12（2000）年の「東京都男女平等参画基本条例」制定後、平成１４年に「男

女平等参画のための東京都行動計画」を策定。現在は、「男女平等参画のための東京都行動計

画 チャンス＆サポート東京プラン 2012」に基づき、“働く場における男女平等参画の促進”、

“仕事と家庭・地域生活の調和がとれた生活の実現”、“特別な配慮を必要とする男女への支援”、

“配偶者からの暴力の防止”の４つを重点課題として、推進施策に取り組んでいます。 

※は用語解説（P147）参照  
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③ 配偶者からの暴力に対する取組み 

配偶者からの暴力については、平成 18（2006）年に「東京都配偶者暴力対策基本計画」

を策定し、平成 21（2009）年、平成 24（2012）年に改定を行い、「暴力の未然防止と早

期発見のための施策の充実」「相談から自立まで被害者の視点に立った支援体制の強化」「区市

町村における配偶者暴力対策の一層の充実」を中心的な視点として、計画を推進しています。 

また、東京ウィメンズプラザ及び東京都女性相談センターを配偶者暴力相談支援センターと

して位置づけ、被害者の相談、一時保護、自立生活の支援を行っています。 

 

 

（４） 江東区の動き 

① 国際社会の動きに対応して始まった、男女共同参画の取組み 

本区では、昭和 50（1975）年の「国際婦人年」を契機として、昭和 58（1983）年に

「婦人問題担当主査」、「江東区婦人関係行政推進会議」、「江東区婦人問題懇談会」を設置し、

男女平等の実現に向けた取組みがスタートしました。 

平成３（1991）年に「江東区女性センター」を開設するとともに、平成 4（1992）年に

は「江東区女性行動計画」を策定しました。平成９（1997）年には「江東区男女共同参画プ

ラン」、21 世紀を迎えた平成 14（2002）年には「江東区男女共同参画プラン 21」を策定

し、概ね５年ごとに改定を重ねています。 

平成 16（2004）年には、「江東区男女共同参画条例」を策定し、女性センターを「江東区

男女共同参画推進センター」と改称のうえ、男女共同参画推進の拠点として位置づけるととも

に、区長の附属機関として「男女共同参画審議会」を設置しました。 

 

② 区の基本施策として位置づけられている男女共同参画 

本区の基本構想や長期計画では、基本施策として「男女共同参画社会の実現」を位置づけて

います。 

基本構想では、「性別による男女の固定的な役割分担意識（※）の解消」、「男女が社会のあ

らゆる分野についてともに活動に参画できる機会の確保」を掲げています。また、長期計画で

は、「性別による男女の固定的な役割分担意識が解消され、男女があたりまえに参画している

社会の実現」を施策が目指す区の姿とし、“男女平等意識の向上”、“性別によらないあらゆる

※は用語解説（P146）参照  
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活動への参加拡大”、“仕事と生活の調和の推進”、“異性に対するあらゆる暴力の根絶”、の４

本柱を掲げています。 

 

③ 配偶者からの暴力に対する取組み 

男女共同参画推進センターが中心となり、講座の実施や広報媒体を通じた配偶者からの暴力

防止の啓発・普及に努めています。 

また、被害者の支援については、男女共同参画推進センターで実施している「女性のなやみ

と DV（※）相談」、「女性のための法律相談」、保護第一課・第二課が実施している婦人相談・

母子父子相談などを窓口として、区の福祉施策等の資源も活用しながら取り組んでいます。平

成 13（2001）年には、「女性に対する暴力問題連絡会議」を立ち上げ、被害者が安心して安

全に生活できるよう、区の関係各課、警察署等関係機関との連携・調整を図っています。また、

平成 25 年４月には江東区配偶者暴力相談支援センターの機能整備を行い、被害者支援をさら

に充実させています。 

 

 ３  計画の性格  

本計画は、「江東区長期計画」の分野別計画であり、「男女共同参画社会基本法」第１４条第

３項及び「江東区男女共同参画条例」第８条に規定する行動計画です。 

また、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）」第２条の

３第３項に規定する基本計画、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」第６条第

２項に規定する推進計画を包含しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国  

男女共同参画社会 

基本法 

 

配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護等

に関する法律 
 

女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する

法律 

 

第４次男女共同参画基本計画 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等のための施策に関する基本的な方針

江東区 

 

第６次江東区男女
共同参画行動計画

江東区長期計画 

江東区配偶者暴

力対策基本計画

江東区女性活躍

推進計画 
女性の職業生活における活躍の推進に

関する基本方針 

※は用語解説（P147）参照  



  
 

 8 

 

 ４  計画の期間  

計画期間は、平成 28（2016）年度から 32（2020）年度までの 5 年間とします。また、

社会情勢の変化や計画の進捗状況等により、必要に応じて見直しを行います。 

 

平
成
23
年
度

24
年
度

25
年
度

26
年
度

27
年
度

28
年
度

29
年
度

30
年
度

31
年
度

32
年
度

          

 

 ５  計画の基本理念  

本計画の基本理念は、次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

一人ひとりが互いの人権を尊重し合い、 

誰もがその個性と能力を十分に発揮していく社会の実現 

男女共同参画 KOTO プラン

（第５次行動計画） 

男女共同参画 KOTO プラン 

（改定版）（第６次行動計画） 
策 

定 

見
直
し 
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 ６  計画の目標  

本計画の目標は、江東区長期計画における基本施策「男女共同参画社会の実現」に向けた４

本柱を発展させた次の５つとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

目標Ⅰ 男女平等意識の向上を図ります 

目標Ⅱ ワーク・ライフ・バランスと女性の活躍支援を推進します 

目標Ⅲ 様々な活動・分野での男女共同参画を推進します 

目標Ⅳ 人権を尊重し、あらゆる暴力を根絶します 

目標Ⅴ 行動計画を積極的に推進します 
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 ７  計画の体系  

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一
人
ひ
と
り
が
互
い
の
人
権
を
尊
重
し
合
い
、
誰
も
が
そ
の
個
性
と
能
力
を
十
分
に
発
揮
し
て
い
く
社
会
の
実
現 

目標Ⅱ 
ワーク・ライフ・

バランスと女性の

活躍支援を推進し

ます 

目標Ⅲ 
様々な活動・分野

での男女共同参画

を推進します 

目標Ⅳ 
人権を尊重し、あ

らゆる暴力を根絶

します 

目標Ⅰ 
男 女 平 等 意 識 の 

向上を図ります 

課題４  働く場における男女共同参画と
ワーク・ライフ・バランスの推進 ★ 

課題５ 仕事と育児・介護の両立支援 

課題１ 男女平等の意識づくり ★ 

課題２ 男女平等教育の推進 

課題３ 生涯を通じた心とからだの健康支援 

課題９ 性暴力、セクシュアル・ハラスメン
トや虐待などの防止と被害者支援 

課題７ 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進  ★ 

課題８ ＤＶの防止と被害者の支援 ★ 

目標Ⅴ 
行動計画を積極的

に推進します 
課題 10 推進体制の充実 

【基本理念】 【５つの目標】 【１０の課題】 

江東区配偶者暴力対策基本計画 

江東区女性活躍推進計画 

課題６ 地域における男女共同参画の推進 

★は本計画で重点的に取り組んでいく課題（重点課題） 
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施策１  男女共同参画の意識啓発の推進 

施策２  家庭における男女平等教育の推進 

施策３  保育所・幼稚園・学校における男女平等教育の推進 

施策６  職場の男女共同参画に関する情報の提供 

施策７  女性の活躍推進 

施策８  企業に対するワーク・ライフ・バランスの推進の働きかけ 

施策９  家庭における男女共同参画の推進 

施策 10 ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発 

施策 15 区の審議会等への女性の参画推進 

施策 16 ＤＶの未然防止 

施策 17 相談窓口の充実と安全の確保 

施策 18 自立に向けた支援 

施策 19 人材の育成 

施策 20 関係機関との連携 

施策 21 性暴力、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為などの防止に向けた意識啓発

     と被害者支援 

施策 22 虐待の早期発見、救済と被害者支援 

施策 23 男女共同参画推進センターの充実 

施策 24 庁内における男女共同参画の推進 

施策 25 庁内推進体制の充実 

施策 26 区民参画体制の充実 

施策４  性的少数者（性的マイノリティ）についての意識啓発 

施策５  性別・年代等に応じた心とからだの健康支援 

施策 11 子育て支援の充実 

施策 12 介護者支援の充実 

施策 13 地域活動における男女共同参画の推進 

施策 14 男女共同参画の視点を入れた人にやさしいまちづくりの推進 

【２６の施策】 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 江東区の現状 
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第2 章   江東区の現状 

 

 １  男女共同参画を取り巻く江東区の現状と課題  

（１） 人口の状況 

近年の江東区の人口推移をみると、平成 17 年から平成 27 年の 10 年間で 90,275 人 

（22 .4％）、平成 22 年から５年間で 47,559 人（10.7％）、総人口が増加しています。 

 

図表 1 総人口及び人口構成の推移 

 

 

＊平成 24 年までは外国人登録者を含まない。平成 25 年以降は外国人住民を含む。 

資料：「住民基本台帳人口調査集計表」 
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図表 2 総人口及び人口構成の推移 分析 

 
＊平成 24 年までは外国人登録者を含まない。平成 25 年以降は外国人住民を含む。 

資料：「住民基本台帳人口調査集計表」 

 

平成 17 年から平成 27 年の 10 年間の人口構成の推移を見ると、65 歳以上の高齢者人口

の伸びが 47.2％、特に後期高齢者層の増加が顕著で 66.7％となっています。しかし、一方で

臨海部を中心としてファミリー形成期の転入者が多い近年の本区の特性により、壮熟年層で

16.8％、年少人口でも 38.0％の増加があることから、高齢者人口比率は、区全体では、

21.08％となっています。 
 

図表 3 年少人口構成の推移 

 

年少人口構成の推移を見ると、

平成 17 年から 10 年で 38.0％と

大幅に増加するなかで、０歳から

９歳までの未就学及び小学校低学

年 の 児 童 数 が 一 貫 と し て 概 ね

70％を占めています。 

 

42,012
45,325

53,328

62,556

23,589
（37.71）

20,263
（38.00）

17,016
（37.54）

13,929
（33.15）

20,672
（33.05）17,545

（32.90）14,651
（32.32）12,903

（30.71）

18,295
（29.25）

15,520
（29.10）

13,658
（30.13）15,180

（36.13）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

(人)

０歳～４歳 ５歳～９歳 10歳～14歳

資料：図表 2、3 に同じ 
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本区の近年の出生数と合計特殊出生率の推移は、以下のとおりとなっています。 

 

図表 4 出生数・合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊外国人登録者（平成 25 年以降は外国人住民）を含まない。 

資料：東京都福祉保健局「人口動態統計」、厚生労働省「出生に関する統計」 

   「住民基本台帳人口調査集計表」、「保健衛生事業概要」 

 

（２） 世帯数の状況 

世帯数の推移をみると、一般世帯数は急激な増加を続けており、平成２年から平成 22 年の

20年間で66,864世帯増加しています。しかし、１世帯あたり平均人員は減少を続けており、

平成 22 年には 2.13 人となっています。 

図表 5 一般世帯数と１世帯あたり平均人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

188,979
161,963147,240147,436

214,300

2.32
2.21

2.132.60
2.47

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

(世帯)

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

（人）

一般世帯数 平均世帯人員
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世帯区分の推移をみると、一般世帯数の急激な増加に伴って、単身世帯が急激に増加してお

り、平成 22 年には平成２年の約 1.86 倍となっています。 

 

図表 6 一般世帯数と世帯区分の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

ひとり親世帯数の推移をみると、父子家庭は横ばいとなっています。母子家庭は平成７年か

ら平成 17 年にかけて増加していますが、平成 22 年では横ばいとなっています。 

 

図表 7 ひとり親世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

46,784 55,360 68,243

118,33512,300 11,605
147,436 147,240

161,963

188,979

44,657
83,086

108,142
94,877

90,479 88,851

11,726
12,594

12,879
214,300

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

(世帯)

単身世帯 核家族 その他世帯 一

父子家庭 母子家庭

404 327 343 305 320

2,110
1,973

2,307 2,597 2,544

2,902
2,650

2,300
2,514

2,864

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

(人)
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0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%
労働力率

就業率

主に仕事家事のほか仕事

家事

（３） 就労の状況 

就業率の推移をみると、15 歳以上の人口の増加に伴って就業者数は一貫して増加している

一方で、男女ともに就業率の低下が続いています。男性の就業率が平成 12 年の 73.8％から

平成 22 年に 67.7％に 6.1%下落しているのに対して、女性の就業率は、50.2%から 48.2%

と下落幅は 2.0％に留まっていますが、男性を大きく下回っています。 

 

図表 8 男女別就業者数・就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

図表 9-1 男女別就業状況（平成 22 年）  

 

就労者数と就労率の推移は、図表８のとおり

となっていますが、左図に見るように、女性で

は、国勢調査において非労働力として集計され

る「家事」にもっぱら従事している割合が

26.4%と就労者中の『家事のほか仕事』との

調査回答の割合 12.3%の２倍と多くなってお

り、男性では、この家事関連の回答は、両項目

合わせても２％未満で、「主に仕事」が 64.5%

となっています。 

372,648
405,255

204,945200,310188,110184,538167,310166,036

333,346

234,274

135,529
98,745

91,638
128,943

220,581

83,942
122,617

206,559

0

150,000

300,000

450,000

総数
（62.0）

男
（73.8）

女
（50.2）

総数
（59.2）

男
（69.9）

女
（48.7）

総数
（57.8）

男
（67.7）

女
（48.2）

平成12年 平成17年 平成22年

(人)

女 男

15歳以上人口 就業者 就業率（##.#） 
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平成 12 年、平成 17 年の調査結果においても同様で、女性の「家事」従事回答は、漸減し

ていますが、就労率、「主に仕事」、「家事のほか仕事」の割合は、増加傾向が見えず、このレ

ーダーチャートで描かれる男女の就労に関わるバランスは、相似形で推移しています。 
 

図表 9-2 男女別就業状況（平成 12 年）   図表 9-3 男女別就業状況（平成 17 年） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
 

図表 10-1、10-2 で示すとおり、男女別年齢階層別で就労率を見ると、平成 12 年、平成

17 年のいずれの調査結果においても、男性では 20 歳代後半から 59 歳まで７～９割前後で

一定している一方、女性は 20 歳代後半がピークで 30 歳代を底とするＭ字カーブ（※）を描

く傾向は変わっていません。 
 

図表 10-1 男女別・年齢別就業率（平成 12 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：国勢調査 
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64.0 67.3 66.4
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※は用語解説（P146）参照  
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図表 10-2 男女別・年齢別就業率（平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

平成 12 年、22 年の両調査結果とも 20 歳代前半では男性よりも女性の方が就労率が高く、

22 年調査では、その 20 歳代前半の女性の就労率が 12 年の調査結果に比して 6.9%下がっ

ているにもかかわらず、20 歳代後半ではマイナス 1.0%と、殆ど変わっていません。又、30

歳代から 50 歳代まで、女性の就業率は、同年代の男性ほどには低下していないことも注目さ

れます。 

 

（４） 性的少数者（性的マイノリティ）に関する行政の取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成２７年度第２回区政モニターアンケート（平成２７年７月実施） 

（％）
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64.3 65.5
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35.5
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以上

女性 男性

図表 11-1 性的少数者（※）に関する啓発活動 

を区が行なうことについて、どう思うか 

図表 11-2 性的少数者の人権について、 

学校で教育することをどう思うか 

 

※は P36 参照  

重要ではない
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（５） 政策等への女性の参画 

江東区の審議会等における女性委員の割合の推移をみると、平成 24 年以降は横ばいとなっ

ており、３割半ばとなっています。 

 

図表 12 審議会等における女性委員の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画行動計画進捗状況調査報告書 

 

女性のいない審議会等の割合は、横ばいとなっています。 

 

図表 13 女性のいない審議会等の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共同参画行動計画進捗状況調査報告書 
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区の管理職（課長職以上）における女性の割合は、区全体で 11.6%と管理職登用が進んで

いない状況です。 

 

図表 14 区の管理職（課長職以上）における女性の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：区職員課 

 

 

 

 ２  数値目標の評価  

第５次行動計画で設定した目標値に対する達成状況は、次頁「評価指標の達成状況」に示す

とおり、改善となっている評価指標が全 13 指標のうち「○」を付した４指標となっています

が、いずれも計画期間満了時において目標値は達成していません。また、「▼」を付した 7 指

標では計画策定時よりも低下しており、目標を設定したすべての領域において原因を究明し、

改善に向けて施策の見直し、推進に努めていくことが必要となっています。 

特に、性別に関わらず誰もがその個性と能力を十分に発揮することのできる社会を目指すう

えで、女性が活躍できる環境整備や活躍の場を増やすための取り組みが重要であり、その前提

条件であるワーク・ライフ・バランスを一層充実していかなければなりません。 

8.8
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全体女性管理職の割合



 
 

 24 

 

■評価指標の達成状況 

評価指標 
策定時の現状値

（平成 21 年度）

目標値 
（平成 27 年度）

現状値 
（平成 26 年度） 達成状況 

【目標Ⅰ】男女平等意識の向上を図ります 

男女が平等だと思う区民の割合 16.7％ 40％ 13.6％ ▼ 

学校教育の場で男女の地位が平等に

なっていると思う区民の割合 
56.4％ 70％ 49.2％ ▼ 

乳がん検診の受診率 25.4％ 30％ 24.3％ ▼ 

【目標Ⅱ】性別によらないあらゆる活動への参画を推進します 

職場で男女の地位が平等になってい

ると思う区民の割合 
21.4％ 40％ 18.6％ ▼ 

夫婦間の家事の役割分担 

（時間比較、男性：女性） 
1：2.6 1：1.5 （＊1）  — 

地域社会で男女の地位が平等になっ

ていると思う区民の割合 
36.3％ 50％ 30.0％ ▼ 

区の審議会等への女性の参画率 29.5％ 40％ 33.3％ 〇 

【目標Ⅲ】仕事と生活との調和を推進します 

仕事と仕事以外の生活で充実した時

間を過ごしていると思う区民の割合 
25.2% 38% 27.4% 〇 

「育児休業」「介

護休業」を取得で

きなかった人の

割合（＊2） 

育児休業 21.2％ 10％ 18.4％ 〇 

介護休業 21.2％ 10％ 11.6％ 〇 

【目標Ⅳ】異性に対するあらゆる暴力を根絶します 

ＤＶ相談件数 延べ 1,768 件 － 延べ 3,667 件 － 

セクシュアル・ハラスメントをこの

1 年間に受けた経験のない人の割合 
79.5% 90％ 74.3％ ▼ 

【目標Ⅴ】行動計画を積極的に推進します 

男女共同参画推進センターの認知度

（＊3） 
30.9％ 50％ 30.7％ ▼ 

 

達成状況は「◎（目標達成）」「〇（改善）」「△（変化なし）」「▼（低下）」 

＊1 夫婦間の家事の役割分担については、男女の時間比較による統計の取り方をやめ、「男性

と女性がそれぞれ同じくらい家事を行っている」など程度の比較に変更したため、現状値が

ない。参考として、平成 27 年度の「第 22 回江東区世論調査」によると「女性が多くの家事

を行い、男性が残りの家事を行っている」が 46.3%と最も多くなっている。 

＊2 「取得できなかった人」の割合は、選択肢の「職場に休業・休暇の制度がなかった」と「周

囲の事情により取得できなかった」との合計。 

＊3 男女共同参画推進センターを「利用したことがある」、「知っているが利用したことはない」

と回答した人の合計。 
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第3 章   計画の内容 

 

 

 目標Ⅰ  男女平等意識の向上を図ります  

課題１ 男女平等の意識づくり 
 

現状と課題  

平成 26 年度に実施した「江東区男女共同参画に関する意識実態調査」によると、「男性は

外で働き、女性は家庭を守るべきである」という性別による固定的な役割分担意識への支持が

依然として３割強を占めており、このような意識の解消を図る必要があります。（図表Ⅰ－1

参照） 

性別によって一人ひとりの意欲と資質を活かして生きていく可能性が狭められることなく、

個性と能力を発揮できるよう、家庭・保育所・幼稚園・学校における男女平等教育を進めてい

くことが重要です。 

そのため、今後も引き続いて、男女平等意識のさらなる啓発を進め、固定的性別役割分担意

識の払拭を図る必要があります。 

 

また、計画体系の内容を示す本章の冒頭にあたって、以下の基本的観点が重要です。 

男女共同参画社会実現を目指す計画の中では、社会の大多数をしめる男女の性別に関わる固

定観念や偏見、不平等が存在することから、その解消に向けた施策が主体になりますが、この

計画の基本理念「一人ひとりが互いの人権を尊重し合い、誰もがその個性と能力を十分に発揮

していく社会」をすべての区民が共有できるものとして実現していくためには、性別に関わる

固定観念にとらわれがちな傾向への注意を促すこととともに、男女の性別に関わる基本的な認

識のなかに性的少数者（性的マイノリティ）の存在を常に意識して、この計画の体系のあらゆ

る場面において考慮していくことが必要です。 
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図表Ⅰ―1 性別役割分業観に対する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全  体 764

男　性 259

女　性 443

回答者数 =

4.1

5.8

4.6

24.6

34.7

28.7

31.2

28.6

30.1

23.9

20.8

22.3

14.2

9.3

12.3

2.0

0.8

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　　　男性20歳代 16

　　　　　　30歳代 42

　　　　　　40歳代 61

　　　　　　50歳代 43

　　　　　　60歳代 55

　　　　　70歳以上 42

　　　女性20歳代 51

　　　　　　30歳代 88

　　　　　　40歳代 102

　　　　　　50歳代 78

　　　　　　60歳代 68

　　　　　70歳以上 56

回答者数 =

3.6

4.4

3.8

4.9

1.1

7.8

7.1

9.1

2.3

3.3

9.5

33.9

30.9

25.6

24.5

17.0

17.6

42.9

29.1

23.3

32.8

40.5

56.3

39.3

27.9

32.1

31.4

31.8

23.5

26.2

29.1

34.9

29.5

26.2

18.8

10.7

17.6

30.8

25.5

30.7

21.6

14.3

25.5

20.9

26.2

16.7

12.5

8.9

17.6

7.7

11.8

15.9

27.5

7.1

7.3

18.6

6.6

7.1

12.5

3.6

1.5

2.0

3.4

2.0

2.4

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対

反対 わからない 無回答
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「男女共同参画に関する意識実態調査」（平成２７年２月）より 

＊以降、図表は上記「意識実態調査」による 

 

評価指標 根拠となるデータ 現 状 値 目 標 値 

男女が平等だと思う区民

の割合 

長期計画 

区民アンケート調査 

13.6% 

（平成 26 年度） 

40% 

（平成 32 年度） 
 

今回調査 764

前回調査 911

回答者数 =

4.6

6.3

28.7

34.0

30.1

27.7

22.3

18.6

12.3

11.5 2.0

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対

反対 わからない 無回答
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施策１ 男女共同参画の意識啓発の推進 

男女共同参画に関する情報提供や学習事業の充実を図り、男女平等や男女共同参画に対する

意識啓発を推進します。 

広報紙やホームページ等を通じた広報、情報発信にあたっては、わかりやすさに配慮し、固

定的性別役割分担意識の払拭を図り、広く理解が得られるよう努めます。 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

男女共同参画に関

する情報提供の推

進 

広報紙やホームページ等を通じて、固定的性別役

割分担意識の払拭を図り、男女平等や男女共同参画

の意義を伝える情報を提供します。 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・広報紙の発行 

・メールマガジンの発行（新規） 

・ホームページによる情報提供・啓発 
 

２ 
男女共同参画学習

事業の推進 

男女平等や男女共同参画への理解を深め、家庭

や地域で男女共同参画を実践する上で役立つ講座

等を実施します。 男女共同参画 

推進センター  
＊主な取り組み＊ 

・男女共同参画学習事業 
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課題２ 男女平等教育の推進 
 

現状と課題  

本区では、第５次男女共同参画行動計画に沿って、教職員の研修の充実、学習内容や指導方

法、進路指導における男女平等意識の啓発などに取り組んできました。しかし、「意識実態調

査」では、学校教育における男女の地位が平等と感じている人は 49.2％と、平成 21 年調査

よりも７.2 ポイント減少しています。そのため、学校教育における男女平等教育のさらなる充

実が求められます。（図表Ⅰ－2 参照） 

男女平等教育の内容で重要なことは、「学習・生活指導や進路指導において、男女の別なく

能力や個性を生かせるようにすること」が 69.6％、「男女平等教育の研修を通して教師自身の

意識を変えていくこと」が 46.9％、「こどもの成長と発達に応じた性教育を行うこと」が

36.8％となっています。（図表Ⅰ－3 参照） 

また、こどもが固定的性別役割分担意識にとらわれることなく、個性と能力を発揮し、進路

や生き方を選択できるよう支援するためには、保護者の意識の向上を含め、家庭教育における

男女平等や男女共同参画を教えていくことも重要です。 

こどもの頃から男女平等意識を育み、性別によって可能性が狭められることなく、個性と能

力を発揮できるよう、家庭・保育所・幼稚園・学校における男女平等教育を今後も進めること

が重要です。 

 

図表Ⅰ―2 男女の地位の平等感（学校教育の場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全  体 764

男　性 259

女　性 443

回答者数 =

25.8

25.1

26.2

5.1

5.0

4.75.2

1.2

3.7

14.9

8.5

12.4

46.3

54.1

49.2

2.5

5.0

3.3

0.2

1.2

0.5
0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性の方が優遇 どちらかといえば男性の方が優遇

平等 どちらかといえば女性の方が優遇

女性の方が優遇 わからない

無回答
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回答者数=764
％

男女の別なく能力や個性を生かせるよ
うにすること

研修を通して教師自身の意識を変えて
いくこと

こどもの成長と発育に応じた性教育を
行うこと

児童・生徒の男女による役割分担をなく
すこと

校長・副校長などに女性を積極的に登
用すること

PTAなどを通じ、男女平等教育の理解と
協力を求めること

デートDV（交際相手からの暴力）の予防
教育を推進すること

その他

特にない

わからない

無回答

69.6

46.9

36.8

32.7

30.0

24.3

19.0

10.2

4.8

2.7

5.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅰ―3 男女平等教育において重要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 根拠となるデータ 現 状 値 目 標 値 

学校教育の場で、男女の

地位が平等になっている

と思う区民の割合 

意識実態調査 
49.2% 

（平成 26 年度） 

70% 

（平成 32 年度） 

今回調査 764

前回調査 911

回答者数 =

25.8

18.0

5.1

9.1

3.7

2.6

12.4

10.3

49.2

56.4

3.3

2.9

0.5

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性の方が優遇 どちらかといえば男性の方が優遇

平等 どちらかといえば女性の方が優遇

女性の方が優遇 わからない

無回答
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施策２ 家庭における男女平等教育の推進 

こどもたちは乳幼児期より家庭内において親や保護者等から大きな影響を受けて成長しま

す。 

こどもたちが親や保護者等を通して男女平等や男女共同参画について学べるよう、家庭教育

学習の機会や相談の場の提供に努めます。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 
家庭教育に関する

学習機会の提供 

講座・講演会など、家庭教育に関する学習機会を

提供し、親や保護者等がこどもに男女平等や男女共

同参画について教えることを支援します。 

庶務課 

指導室 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・家庭教育講演会 

・地区家庭教育学級 

・幼児をもつ親の家庭教育学級 

・幼児の道徳性育成研修会 

・小・中学生の親の家庭教育学級 

・働く親の家庭教育学級 

・訪問型家庭教育支援事業 

・男女共同参画に関する出前講座 
 

２ 
家庭教育相談の推

進 

家庭教育における悩み・問題を受け止め、男女平

等や男女共同参画の視点に配慮しながら、解決に導

く場の充実を図ります。 

教育センター  
＊主な取り組み＊ 

・家庭教育相談事業 
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施策３ 保育所・幼稚園・学校における男女平等教育の推進 

こどもの頃から、男女平等・男女共同参画に対する意識を持つために、こどもたちが多

くの時間を過ごす保育所・幼稚園・学校生活の場において、男女平等教育を進めることが

必要です。 

教職員・保育士の男女平等・男女共同参画に対する意識を高め、学習・生活・進路等の指導、

相談に生かします。 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 
教職員研修の的確

な実施 

教職員・保育士が固定的性別役割分担意識にとら

われず、男女平等の意識を持ってこどもたちを指導で

きるよう、適切な研修の実施に努めていきます。 
保育計画課 

指導室 
 
＊主な取り組み＊ 

・保育担当者研修 

・幼稚園・小・中学校教員研修 
 

２ 

男女平等観を育む

学習内容や指導方

法の的確な実施 

こどもたちが学習・生活面において男女平等観を育

むことを支援するため、適切な学習内容や指導方法

による実施に努めていきます。 

指導室 

図書館 

 
＊主な取り組み＊ 

・男女平等の視点に立った各教科等の指導の 

実施 

・男女混合名簿（※）の拡充 

・学校生活における固定的性別役割分担意識に 

基づく通念・慣習等の見直し 

・個性や性別役割を多様にとらえた図書・資料の 

提供 
 

 

※は用語解説（P146）参照  

男女共同参画審議会の意見 
 

「男女混合名簿の完全実施を！」 
 

男女混合名簿は、こどもの頃から男女平等意識を持たせるための重要な施策
です。そのため、審議会として、「男女混合名簿の完全実施」を強く希望してき
ましたが、平成２６年度末現在、小学校で８割実施、残念ながら中学校では実
施校がありません。引き続き、学校現場に男女混合名簿の導入を積極的に働き
かける必要があります。特に中学校における実施を期待しています。 
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施 策  

 
内  容 関係する所管 

３ 

男女平等の視点に

たった進路や職業

に関する指導の実

施 

こどもたちが固定的性別役割分担意識にとらわれる

ことなく、進路や職業を選択できるよう、指導を実施し

ます。 

指導室  
＊主な取り組み＊ 

・教育研究会、進路指導主任研修会等での啓発 
 

４ 

男女平等の視点に

たった教育相談の

実施 

性別にとらわれず、こどもの個性をより望ましい方向

に伸ばすため、スクールカウンセラー等が指導助言を

行います。 

指導室  
＊主な取り組み＊ 

・スクールカウンセラーによる教育相談 

・スクールソーシャルワーカーの活用 
 

 

課題３ 生涯を通じた心とからだの健康支援 
 

現状と課題  

生涯を通じて健康な生活を送ることは、性別にかかわらず、すべての人の権利です。生物学

的な観点からみると、女性と男性には身体機能の違いがあります。これまで男性の視点で確立

されてきた診断・治療の方法が必ずしも女性には適さないケースもあることから、男女差に着

目して診断や治療を行う性差医療（※）の取り組みも進んでいます。 

近年では、性は多様性に富んだものであるということも示唆されています。性の問題を突き

詰めていくことは、どちらか片方の性に偏ることなく一人ひとりの個性を尊重するという、男

女共同参画の意識を醸成することにもつながります。 

女性と男性の身体機能の違いや、性的少数者（性的マイノリティ）に対して理解を深め、一

人ひとりが互いの性の多様性を尊重する意識を育てることが、男女平等・男女共同参画を進め

る上で重要です。 

また、妊娠・出産や女性特有の疾病への対応に加え、男女ともに経験する思春期、子育て期、

更年期、高齢期というライフステージごとの課題に応じた健康づくりを図ることで、区民が

様々な活動に参画できるよう支援していくことが大切です。 

※は用語解説（P146）参照  
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評価指標 根拠となるデータ 現 状 値 目 標 値 

乳がん検診の受診率 業務取得 
24.3% 

（平成 26 年度） 

30% 

（平成 32 年度） 
 

 

施策４ 性的少数者（性的マイノリティ）についての意識啓発 

性的少数者（性的マイノリティ）*に関する情報提供や学習機会を通じて意識啓発を図ります。 

また、学校教育の場においても、性について学ぶ機会を通して、様々な性を尊重する意識を

育てる教育を実施するよう努めます。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

性的少数者（性的マ

イノリティ）につい

ての意識啓発（新

規） 

性的少数者に関して、情報提供や学習機会を通じ

意識啓発を図っていきます。 
男女共同参画 

推進センター 
 
＊主な取り組み＊ 

・男女共同参画学習事業 
 

２ 
様々な性を尊重す

る教育の実施 

学校教育の場で、性に関する理解を深めるととも

に、様々な性を尊重する意識を育てる教育を実施する

よう努めます。 

指導室 

 
＊主な取り組み＊ 

・学校における性教育の推進 

・学校における性的少数者（性的マイノリティ） 

 に関する教育の推進 
 

 

 

＊ 性的少数者（性的マイノリティ）とは、同性愛者や自己の身体上の性別に違和感を覚える人々な

どを広くとらえた呼び方です。「人は異性を愛するのが当然だ」とか「心と体の性別が違うことなど

ありえない、性別は男と女しかいない」としている社会からみて少数者という意味です。 

＊ また、1990 年代以降、欧米で広く使われ始め、近年、日本国内でも使われている“ＬＧＢＴ”

という呼び名は、性的少数者のうち、レズビアン（Ｌesbian）、ゲイ（Ｇay）、バイセクシュアル（Ｂ

isexual）、トランスジェンダー（Ｔransgender）の頭文字をとったものです。 

(1)レズビアン（女性同性愛者）：性的指向が同性である女性に向かう人 

(2)ゲイ（男性同性愛者）：性的指向が同性である男性に向かう人 
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(3)バイセクシュアル（両性愛者）：性的指向が異性・同性のどちらにも向かう人 

(4)トランスジェンダー（性同一性障害を含む性別越境者）：身体の性別と本人が思う性別が一致し

ない人、または、違和を感じている人 

(※)他にも多様なあり方の人々が認識されており、一括する呼び方には、議論のあるところです。 

 

施策５ 性別・年代等に応じた心とからだの健康支援 

女性に特有の疾病の予防や、思春期や更年期などライフステージに応じた健康支援のため、

年代に応じた健康相談や健康診査・検診の充実を図ります。さらに、女性への妊娠・出産期に

おける心身の健康を支援するため、健康診査・検診の充実を図ります。 

また、心の健康づくりの一環として、自殺防止対策を推進します。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

性別・年代等に応じ

た健康診査・検診の

推進 

女性特有の疾病の予防や、年代に応じた健康管理

を支援するため、健康相談や健康診査・検診等を推

進します。 

健康推進課 

各保健相談所 

 
＊主な取り組み＊ 

・健康相談（診査）事業 

・乳がん検診 

・子宮頸がん検診 

・生活習慣病予防健診 
 

２ 
妊娠・出産期におけ

る健康支援の推進 

妊娠・出産期における心身の健康を支援するため、

健康診査・検診を推進します。 

保健予防課 

各保健相談所 

 
＊主な取り組み＊ 

・妊婦健康診査 

・妊婦歯科健診 

・母親栄養相談事業 
 

３ 
心の健康づくりの

推進 

区民の心の健康づくりを支援し、自殺予防対策を推

進します。 

保健予防課 

各保健相談所 

 
＊主な取り組み＊ 

・精神保健相談 

・ゲートキーパー（※）研修 
 

 

※は用語解説（P146）参照  
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 目標Ⅱ  ワーク・ライフ・バランスと女性の活躍支援を推進します 

課題４ 働く場における男女共同参画とワーク・ライフ・バランスの推進 

 

 

この計画において、目標Ⅱ（課題４・課題５）及び目標Ⅲ（課題６・課題７）は、「女性の

職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」第６条第２項に定める「市町

村計画」を兼ねるものとして策定しています。 

女性活躍推進法は、現下の労働力不足と人口減少を視野に入れた成長戦略の一環として策定

された経済施策ですが、国内最大の潜在労働力である女性の「職業生活における活躍」を推進

するための条件として、その施行にあたっての基本方針の中で「これまで事業主の自主的取組

に委ねられてきた男女共同参画基本法や雇用分野における男女の均等な機会及び待遇の確保

等に関する法律に基づくポジティブ・アクション（※）の実効性を高め、これによって男女の

実質的な機会の均等を目指す」として、特に女性の「職業生活」、すなわち、就労の場面にお

ける現状の問題点の把握とその打開に向けた取り組みを事業主の責任において行うことを求

めています。 
 
 

現状と課題  

第２章の（３）の就労の状況にみるとおり、男女の就労のあり方は固定的なバランス構造に

なっており、30 代女性の就労率が結婚、出産、育児に伴って低下する M 字カーブ現象が継続

しています。 

職場での長時間労働を避けられない人が多く、仕事と生活の両立が難しくなっています。区

民や企業に働きかけ、ワーク・ライフ・バランスを推進する必要があります。職場では、仕事

の内容や賃金・待遇、昇進・昇格の機会などの男女差別をなくし、性別に関わらず働きやすい

職場づくりを進め、家庭では、男性が積極的に家事等に関わり、女性とともに責任を分かち合

うことを支援する必要があります。 

 

 

女性活躍推進計画（課題４～７） 

※は用語解説（P147）参照  
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図表Ⅱ―1 男女の地位の平等感（職場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ―2 職場における男女差別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者数=456
％

昇進・昇格の機会に差別がある

仕事の内容に差別がある

賃金・待遇の面で差別がある

募集や採用で差別がある

女性には結婚退職や出産退職の習慣
がある

能力開発の機会に差別がある

定年で差別がある

その他

特に差別はない

わからない

無回答

22.1

21.3

17.8

11.0

6.1

3.1

3.1

3.3

48.9

5.7

1.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

男性の方が優遇 どちらかといえば男性の方が優遇

平等 どちらかといえば女性の方が優遇

女性の方が優遇 わからない

無回答

全  体 764

男　性 259

女　性 443

回答者数 =

8.6

7.7

9.725.3

15.1

21.1

43.8

40.5

42.9

14.2

25.9

18.6

2.7

6.6

4.2

0.9

1.9

1.2

3.4

2.3

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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図表Ⅱ―3 夫婦の役割分担の実態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭の重要問題
の決定

534

家計の管理 534

食事のしたく 534

食事のあとかたづ
け

534

洗濯 534

そうじ 534

食品、日用品の買
い物

534

家族等の介護、看
護

534

自治会等地域で
のつきあい

534

育児（乳幼児の世
話）

180

子どものしつけ 180

子どもの教育 180

回答者数 =

23.4

14.0

4.5

4.3

4.3

4.1

4.5

4.7

4.3

7.1

4.7

7.8

7.8

7.8

6.9

0.2

1.7

1.9

3.0

3.6

1.3

5.4

13.3

17.0

1.1

16.7

0.2

4.1

4.1

2.8

4.9

1.7

9.7

24.2

40.6

42.2

15.0

24.2

28.5

27.2

21.5

11.8

19.5

9.9

23.4

50.4

35.6

36.7

50.6

15.4

18.4

26.4

24.7

22.5

27.0

28.5

26.4

5.6

13.3

11.1

26.7

18.2

22.3

35.8

42.7

55.2

40.3

53.6

29.6

1.3

1.1

1.1

0.6

0.4

0.2

0.7

0.7

1.1

0.7
0% 20% 40% 60% 80% 100%

夫の役割 どちらかといえば夫の役割

夫婦同じ程度 どちらかといえば妻の役割

妻の役割 その他

無回答



  
 

41 

 

 

図表Ⅱ－4  ワーク・ライフ・バランス推進のための取組の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ－5  職業生活・家庭生活の時間の優先度（現実） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　従業員のセミナー参加、資格取得に
　　対する助成

　　従業員の子どもへの手当金支給
　　（出産祝い金等）

　　ワーク・ライフ・バランスを大切にする
　　意識啓発や風通しのよい職場づくり

　　その他

回答者数 =196

　　ボランティア活動のための有給休暇
　　制度の導入

　　テレワーク（ITを活用した在宅勤務）
　　の導入

　　ノー残業デーの導入

76.0

85.7

5.0

28.1

18.9

39.8

15.3

6.1

6.1

6.1

6.1

6.1

6.6

82.1
0.5

1.0

8.7

4.6

3.1

1.5

1.0

1.0

16.8

28.1

35.2

18.9

2.6

1.0

35.2

32.7

20.9

16.3

6.1

12.8

3.1

3.6

3.6

0.5

2.6

1.5

2.0

0.5

1.5
0% 20% 40% 60% 80% 100%

大きな効果や変化があった ある程度の効果や変化があった

とちらともいえない あまり効果や変化はなかった

ほとんど効果や変化はなかった 取り組んでいない

無回答

全  体 764

男　性 259

女　性 443

回答者数 =

6.9

5.0

8.1

9.2

8.9

9.0

5.0

4.722.6

42.1

29.5

26.9

7.3

19.6

5.2

6.2

5.6

17.2

18.5

17.3

4.3

5.4

4.6

2.0

1.5

2.0

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事 家庭生活

個人の生活 仕事・家庭生活

仕事・個人の生活 家庭生活・個人の生活

すべてのバランスをとっている その他

無回答
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評価指標 根拠となるデータ 現 状 値 目 標 値 

職場で、男女の地位が平

等になっていると思う

区民の割合 

意識実態調査 
18.6% 

（平成 26 年度） 

40% 

（平成 32 年度） 

仕事と仕事以外の生活

で充実した時間を過ご

していると思う区民の

割合 

長期計画 

区民アンケート調査 

27.4% 

（平成 26 年度） 

38% 

（平成 32 年度） 

夫婦間の家事の役割分

担（男女が同じくらいと

回答した割合） 

区政世論調査（＊） 
17.2% 

（平成 27 年度） 

25% 

（平成 31 年度） 

  ＊区政世論調査は２年に１回のため目標年度を平成 31 年度としている 
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施策６ 職場の男女共同参画に関する情報の提供 

多様な就業形態において男女共同参画を推進するため、区内の企業や労働者に向けて男女雇

用機会均等法や育児・介護休業法などの情報提供を行います。 

また、区内の企業に向けて男女がともに働きやすい職場づくりの事例などを紹介し、職場に

おける男女平等・男女共同参画の推進を働きかけます。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

職場の男女平等・男

女共同参画の推進

に関連する情報の

提供 

区内の企業や労働者に向けて、男女雇用機会均等

法や育児・介護休業法などの情報提供を実施します。 男女共同参画 

推進センター 

経済課 

 
＊主な取り組み＊ 

・インターネット等を通じた情報提供 
 

２ 

男女がともに働き

やすい職場の事例

の紹介 

仕事と育児・介護の両立支援制度や女性の管理職

を増やすポジティブ・アクションなどの好事例を紹介し

ます。 男女共同参画 

推進センター  
＊主な取り組み＊ 

・広報紙等を通じた情報提供 
 



 
 

 44 

 

施策７ 女性の活躍推進 

個々の女性の活躍を支援するため、出産・育児で仕事を中断していた女性を対象とした再就

職準備セミナーや自分の個性やキャリアを活かして起業をめざす女性に対するガイダンスな

ど、各々のニーズに応える施策を充実していきます。 

また、女性活躍推進法制による事業主への雇用、経営面での現状把握と改革の計画化の求め

について、地域の実情に即した対応や取り組みに関する情報提供により、地域ぐるみで積極的

な改善が進むよう、女性活躍推進協議会の設置を目指します。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

子育てでキャリア

を中断した女性の

再就職支援 

子育てのため、仕事を中断していた女性を対象とし

た再就職準備セミナー等の充実を図ります。 

男女共同参画 

推進センター 

経済課 

 
＊主な取り組み＊ 

・再就職準備セミナー 

・こうとう若者・女性しごとセンターにおける 

就労支援の実施 

・ハローワークとの共催事業 

・東京しごとセンターとの連携 
 

２ 起業の支援 

起業をめざす女性に向けた創業支援セミナー等の

充実を図ります。 男女共同参画 

推進センター 

経済課 

 
＊主な取り組み＊ 

・創業支援セミナー、相談、資金融資 
 

３ 
女性活躍推進 

協議会の設置 

女性活躍推進に関する取組が効果的かつ円滑に

実施されるようにするため、関係機関により構成される

協議会の設立を検討する。 男女共同参画 

推進センター 

経済課 
 

 

 

 

 

＊主な取り組み＊ 
 ・区関係所管と民間事業者との情報共有、連携

を進める基盤形成を図る。 
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施策８ 企業に対するワーク・ライフ・バランス推進の働きかけ 

企業に対して、ワーク・ライフ・バランスのメリットや先進的な取り組み事例などの情報を

提供するとともに、女性活躍推進法制の求める一般事業主行動計画への対応など企業、事業主

に対して、実効性のある支援策を検討し、実施していきます。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

企業におけるワー

ク・ライフ・バラン

ス推進の支援 

ワーク・ライフ・バランス推進のメリットや先進事例な

どを広報紙等で紹介するなど啓発に努め、企業に対

する実効性のある支援策を検討し、実施していきま

す。 
男女共同参画 

推進センター 

経済課 

 
＊主な取り組み＊ 

・企業への情報提供 

・ワーク･ライフ･バランス推進事業 

・育児休業・介護休暇等の取得促進に向けた 

企業への働きかけ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔こうとう若者・女性しごとセンター〕
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施策９ 家庭における男女共同参画の推進 

男性が従来からの仕事中心の生き方を振り返り、育児や介護など家庭内の仕事について責任

を分かち合うことができるよう、男性の育児・介護への参加を働きかけ、知識や技術の習得を

支援します。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

男性を対象とする

情報提供、相談、学

習の場の充実 

男性が仕事中心の生き方を振り返り、家庭や地域

での生活に眼を向けるきっかけをつくるため、学習・交

流機会の充実を図り、悩みを他人に打ち明けない傾

向がある男性向けの相談事業を検討します。 男女共同参画 

推進センター  
＊主な取り組み＊ 

・男性相談事業の検討（新規） 

・男女共同参画学習事業 
 

２ 
男性の育児・介護休

業の取得促進 

男性の育児・介護休業の取得促進に向けて情報提

供を行います。 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・広報紙を通じた情報提供 

・インターネットでの情報提供 
 

３ 
男性に対する育児

への参画促進 

男性が父親としての自覚を持ち、積極的に子育て

に関われるようにするために、知識や技術を習得する

ことを支援します。 
各保健相談所 

庶務課 

子育て支援課 

男女共同参画 

推進センター 

放課後支援課 

 
＊主な取り組み＊ 

・両親学級 

・家庭教育講演会 

・父親講座 

・児童館行事への父親の参加促進 
 

４ 
男性に対する介護

への参画促進 

男性が家族介護の担い手として活躍できるようにす

るために、知識や技術を習得することを支援します。 

地域ケア推進課 
＊主な取り組み＊ 

・高齢者家族介護教室 
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施策 10 ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発 

区民が自分自身の働き方を見直す機会が持てるように、ワーク・ライフ・バランスの取り組

み事例などを広報紙等に掲載するなど、情報提供・啓発を行います。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

ワーク・ライフ・バ

ランスに関する情

報提供・啓発 

広報紙にワーク・ライフ・バランスに積極的に取り組

んでいる企業などを紹介する記事を掲載するなど、区

民が自分自身の働き方を見直す機会が持てるような

情報提供を進めます。 男女共同参画 

推進センター  
＊主な取り組み＊ 

・広報紙への記事掲載 

・講座・セミナーの実施 
 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画審議会の意見 

 

「マタハラなどハラスメントへの相談支援を！」 

 

国は、働く女性らが妊娠や出産を理由に不利益を被るマタニティー・ハラスメ

ント（マタハラ）の防止策を企業に義務付け、就業規則での規制や、相談窓口の

設置、社員研修の実施などを求める関連法の改正を予定しています。 

区としても、区民向け相談窓口の設置などマタハラのみならずハラスメント全

般に対応した相談支援策を講じるよう希望します。 
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課題５ 仕事と育児・介護の両立支援 
 

現状と課題  

「意識実態調査」によると、女性の働き方として「女性は子どもができてもずっと職業を持

ち続けるのがよい」と考える人が一層増えてきています。このため、こどもができても働き続

ける就業継続型の支援がより一層求められています。 

また、「女性が家庭や仕事をともに担う社会環境をつくるために重要なこと」については、

全体では「保育園、学童保育などの育児環境を充実させること」が５割を超えており、仕事と

家庭を両立するための支援が求められています。このように、在宅で育児や介護をしている人

が社会資源を活用しながら地域の様々な活動に参加することを支援する必要性が高くなって

います。（図表Ⅱ－8 参照） 

しかし、育児休業を取得したことがある男性は依然として少なく、2.7％にとどまっていま

す。男女にかかわりなく育児や介護を担える環境を整えるために、子育てや介護の担い手を支

援する施策を充実させることが重要です。（図表Ⅱ－7 参照） 

 

図表Ⅱ―6 育児休業・介護休業等の利用経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　介護休暇

　　育児のための短時間勤務

　　介護のための短時間勤務

回答者数 =456

　　育児休暇

　　子の看護休暇

　　介護休業

11.8

3.7

8.8

9.2

7.0

7.9

11.4

8.3

16.0

18.0

18.2

18.4

18.2

18.4

5.0

0.4

0.4

4.6

11.4

57.0

45.2

56.8

58.3

39.7

40.1

11.8

12.9

10.1

9.6

12.3

13.4

1.3

3.5

1.5

2.0

3.5

5.0

0.7

1.1

1.1

0.9

0.9

2.0

2.4

2.6

3.5

3.3
0% 20% 40% 60% 80% 100%

取得したことがある

在職中に必要がなかった

職場に制度がなかった

周囲の事情などにより取得できなかった

経済的支援がない

有給休暇で対応した

利用しなくても対応できた

無回答
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図表Ⅱ―7  育児休業・介護休業等の利用経験（男女別） 

取
得
し
た
こ
と
が
あ
る 

在
職
中
に
必
要
が
な
か
っ
た 

職
場
に
制
度
が
な
か
っ
た 

周
囲
の
事
情
な
ど
に
よ
り 

取
得
で
き
な
か
っ
た 

経
済
的
支
援
が
な
い 

有
給
休
暇
で
対
応
し
た 

利
用
し
な
く
て
も
対
応
で
き
た 

無
回
答 

『 

取
得
し
た
こ
と
が
な
い
』
（
＊
） 

育児休業 

全体（456） 11.4 40.1 13.4 5.0 2.0 3.3 8.8 16.0 72.6

男性（184） 2.7 29.3 21.7 7.6 3.8 7.1 15.8 12.0 85.3

女性（243） 18.9 48.6 7.8 2.1 0.4 0.0 4.5 17.7 63.4

子の看護休暇 

全体（456） 4.6 39.7 12.3 3.5 0.9 11.8 9.2 18.0 77.4

男性（184） 1.6 31.5 15.2 4.9 1.6 13.6 17.4 14.1 84.3

女性（243） 7.4 46.5 11.1 2.1 0.0 9.5 4.1 19.3 73.3

介護休業 

全体（456） 0.4 58.3 9.6 2.0 0.9 3.5 7.0 18.2 81.4

男性（184） 0.0 52.7 13.0 2.2 1.6 5.4 10.3 14.7 85.3

女性（243） 0.8 63.0 7.4 1.2 0.0 2.5 5.3 19.8 79.4

介護休暇 

全体（456） 0.4 56.8 10.1 1.5 1.1 3.7 7.9 18.4 81.2

男性（184） 0.0 52.2 13.6 2.2 1.6 4.3 11.4 14.7 85.3

女性（243） 0.8 61.3 7.4 0.8 0.4 3.7 5.8 19.8 79.4

育児のための短時間勤務

全体（456） 5.0 45.2 12.9 3.5 1.1 2.6 11.4 18.2 76.8

男性（184） 0.5 38.6 16.3 4.3 1.6 4.9 19.0 14.7 84.8

女性（243） 9.1 51.0 11.1 2.1 0.4 0.8 5.8 19.8 71.1

介護のための短時間勤務

全体（456） 0.0 57.0 11.8 1.3 0.7 2.4 8.3 18.4 81.6

男性（184） 0.0 51.1 14.7 2.2 1.1 4.3 12.5 14.1 85.9

女性（243） 0.0 62.6 10.3 0.0 0.0 0.8 5.8 20.6 79.4

  ＊『取得したことがない』は「取得したことがある」と「無回答」以外の合計 
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図表Ⅱ－8  男女が家庭や仕事をともに担う社会環境づくりのために重要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 根拠となるデータ 現 状 値 目 標 値 

「育児休業」「介護休業」

を取得できなかった人の

割合（＊） 

意識実態調査 

20.4%（育児休業） 

12.5％（介護休業） 

（平成 26 年度） 

10%（育児休業） 

10％（介護休業） 

（平成 32 年度） 
＊「取得できなかった人」の割合は図表Ⅱ—7 の「職場に制度がなかった」～「経済的支援がない」 

までの３項目の合計 

 

回答者数=764
％

保育園・学童保育などの育児環境の充実

男性の家事・育児・介護参加を進める

出産後も職場復帰できる再雇用制度の充実

男女とも労働時間の短縮を図る

パートタイムなどの労働条件を向上させる

育児・介護休業制度などの利用促進を図る

職場での男女の昇進、待遇の格差をなくす

ホームヘルパーや福祉施設の充実

男女の雇用機会を均等にする

再就職を希望する女性のための講座等の充実

その他

特にない

わからない

無回答

52.2

38.7

38.5

36.5

28.7

23.6

22.8

22.1

17.3

11.6

3.7

0.5

2.2

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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施策 11 子育て支援の充実 

子育てによりキャリアを中断したくない人やひとり親家庭など子育てする人の多様な

ニーズに対応した子育て支援を進めます。 

また、講座や懇談会、ホームページなどの情報提供等を通して、潜在する支援が必要な人を

相談事業やさまざまな支援に結びつけることができる体制を整備します。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 
働きながら子育て

する人の支援 

子育てによってキャリアを中断したくない人のため

に、保育サービスの充実を図り、継続就労を支援しま

す。 

保育計画課 

保育課 

放課後支援課 

子育て支援課 

 
＊主な取り組み＊ 

・保育園の整備 

・病児・病後児保育事業 

・学童クラブの整備 

・緊急一時保育事業 

・非定型一時保育の実施 

・グループ保育事業 

・認可外保育施設保護者負担軽減事業 

・私立学童クラブ運営助成 

・私立保育所の運営助成 

・保育室・家庭福祉員への運営助成 

・認証保育所への運営助成 

・放課後子どもプラン 

・ファミリーサポート事業 
 

２ 
ひとり親家庭への

支援 

ひとり親家庭における仕事と子育ての両立を支援

するため、様々な取り組みを実施します。 

保護第一課・ 

第二課 

 
＊主な取り組み＊ 

・母子及び父子相談 

・母子生活支援施設の活用 

・高等職業訓練促進給付金及び修了支援 

給付金 

・自立支援教育訓練給付金 
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施 策  

 

内  容 関係する所管 

３ 
子育て中のリフレ

ッシュ支援 

子育て中でも、様々な活動に積極的に参加できるよ

う、支援体制を整備します。また、家族等からの子育て

の協力を得にくい人に相談・交流の場を提供するな

ど、子育て孤独感の解消に努めます。 
子育て支援課 

保育計画課 

放課後支援課 

保育課 

 
＊主な取り組み＊ 

・リフレッシュひととき保育 

・子育てひろば事業 

・非定型一時保育の実施 
 

４ 
子育てに関する相

談・講座の実施 

子ども家庭支援センターにおいて相談や各種講座

を実施し、子育ての悩みや不安を軽減します。 

子育て支援課 
 
＊主な取り組み＊ 

・子育てに関する相談事業 

・子育てに関する各種講座の実施 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔南砂子ども家庭支援センター〕 
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施策 12 介護者支援の充実 

家族介護者のワーク・ライフ・バランスを実現し、家族介護者に過度の負担がかからないよ

うな環境を整え、介護者の状況に応じたきめ細やかな支援を行います。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 
家族介護者への支

援の実施 

家族の介護を行う人の負担を軽減し、家庭生活、仕

事等を両立できる環境を整えます。 

長寿応援課 

地域ケア推進課

社会福祉協議会

障害者支援課 

介護保険課 

 
＊主な取り組み＊ 

・高齢者家族介護教室 

・生活支援型ショートステイ事業 

・有償家事援助介護サービス 

・緊急一時保護の実施 

・介護保険に関する相談支援 

・ミドルステイ事業 
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 目標Ⅲ  様々な活動・分野での男女共同参画を推進します  

課題６ 地域における男女共同参画の推進 
 

現状と課題  

「意識実態調査」によると、町会や自治会の活動、趣味・子育てなどのサークル活動、保護

者会やＰＴＡ活動などの地域活動に参加している人は、半数弱となっています。しかし、若年

層では男女ともに地域活動に参加している人は少なく、また 40 歳代、50 歳代といった働き

盛りの世代では、男性で地域活動に参加している人が少なくなっています。 

また、地域活動に参加するために必要なこととしては、男性で「労働時間の短縮やボランテ

ィア休暇など、就労環境を整備すること」、「男性が地域団体の活動に関心や積極性を持つこと」

が高くなっています。働き方の見直しとも併せて、多様な年代の女性・男性がもっと地域活動

に参画できるよう、支援を行う必要があります。（図表Ⅲ－2 参照） 

地域社会での男女の平等感は、平等であると感じている人が３割であるのに対し、男性優遇

と感じている人が４割です。女性の視点や能力を十分反映できるよう、女性が地域活動に参画

する機会を増やすことが必要です。（図表Ⅲ－1 参照） 

まちづくりや防災の分野に関しては、どちらかといえば男性が中心となって担ってきた側面

がありますが、災害は性別にかかわらず襲ってきます。東日本大震災以降、災害に対する区民

の意識が高まる中、まちづくりや防災について、女性・男性双方の視点から考えていくことが

重要です。 
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図表Ⅲ－1 男女の地位の平等感（地域社会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅲ－2 男女とも地域活動に参加しやすくするため必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 根拠となるデータ 現 状 値 目 標 値 

地域社会で、男女の地位

が平等になっていると

思う区民の割合 

意識実態調査 
30.0% 

（平成 26 年度） 

50% 

（平成 32 年度） 

回答者数=764
％

参加しやすい日時や場所の設定

地域団体の取り組みについて広報する

就労環境を整備する

活動の場所の充実

男性が地域団体の活動に関心や積極性
を持つ

性別により活動内容や役割を区別しない

女性が地域団体の活動に関心や積極性
を持つ

その他

わからない

無回答

62.7

36.6

29.8

26.3

20.5

15.8

15.6

2.7

10.9

3.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全  体 764

男　性 259

女　性 443

回答者数 =

19.4

18.1

21.2

3.9

4.110.4

5.4

8.4

34.8

25.1

31.8

25.1

38.6

30.0

3.4

6.6

4.8

1.1

3.1

1.7

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性の方が優遇 どちらかといえば男性の方が優遇

平等 どちらかといえば女性の方が優遇

女性の方が優遇 わからない

無回答
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施策 13 地域活動における男女共同参画の推進 

働き盛りの世代や定年を迎えた団塊の世代、家庭で育児に専念する方も含め、多様な年

代の女性・男性が地域活動に参画することを支援します。 

また、子育て世代の参加を支援する一時保育・派遣一時保育の実施や女性リーダーの育成を

行います。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 
地域活動参加のき

っかけづくり 

働き盛りの女性・男性や、定年を迎えた団塊の世

代、家庭で育児に専念する方などが地域活動に参加

するきっかけとして、情報提供や学習・交流の充実を

図ります。 

男女共同参画 

推進センター 

長寿応援課 

社会福祉協議会

 
＊主な取り組み＊ 

・男女共同参画学習事業 

・パルカレッジ 

・シニア世代地域活動あと押し事業 

・ボランティア情報誌「ボランティアだより」の配布 

・ボランティア入門講座 

・老人クラブ 

・一時保育/派遣一時保育の実施 
 

２ 
地域活動を担う女

性リーダーの育成 

地域活動を担う女性のリーダーを育成します。 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・パルカレッジ 

・パルカレッジステップアップ支援セミナー 

・男女共同参画フォーラム 
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施策 14 男女共同参画の視点を入れた人にやさしいまちづくりの推進 

区民が主体となってまちづくりを進めるまちづくりワークショップ（※）などの場に女性の

参画を進めます。 

また、地域防災計画において、災害時の備えや避難所運営のあり方などに女性の視点を

活かします。 

他の地域計画づくりにおいても、男女共同参画の視点を活かすよう努めます。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

まちづくりに男女

共同参画の視点を

活かすしくみづく

り 

まちづくりワークショップなど区民が主体となってま

ちづくりを進める場に女性が参画することを促進しま

す。 

防災課 

まちづくり推進課

 
＊主な取り組み＊ 

・避難所運営・防災訓練などへの女性の参画促進 

・ユニバーサルデザインまちづくりワークショップの 

開催 
 

２ 

男女共同参画の視

点を踏まえた地域

防災計画の推進 

男女共同参画の視点を盛り込み、地域防災計画を

推進します。 

防災課 
 
＊主な取り組み＊ 

・男女共同参画の視点を踏まえた地域防災計画 

の推進 
 

※は用語解説（P148）参照  
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課題７ 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進 
 

現状と課題  

政策・方針を決定する過程においては、これまでは女性の参画は少なく、どちらかといえば

男性中心の視点で政策・方針決定を進めてきたと言えます。 

しかし、区民の半数は女性であり、さらに住みよい江東区を実現するためには、政策・方針

決定過程においても男女共同参画を進める必要があります。 

意識実態調査では、政策決定の場への女性の参画について、「男女半々まではいかなくても、

今より増える方がよい」が 54.2％、「男女半々になるくらいまで増える方がよい」が 22.6％

で、あわせて 79.8％の人が女性の参画が進むことを希望していますが、区の審議会等におけ

る女性委員の参画率は 3 割強にとどまっており、目標の４割に対して開きがあります。（図表

Ⅲ－3 参照） 

そのため、区の審議会等における女性の参画をさらに進め、女性・男性の双方の視点に立っ

て区政を考えていく必要があります。また、性別にかかわらず参加しやすい会議運営の方法を

検討するなど、参画しやすい環境づくりを進めることも重要です。 

 

図表Ⅲ－3 政策決定の場への女性の参画に対する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 根拠となるデータ 現 状 値 目 標 値 

区の審議会等への女性

の参画率 
業務取得 

33.3% 

（平成 26 年度） 

40% 

（平成 32 年度） 

全  体 764

男　性 259

女　性 443

回答者数 =

10.2

10.8

8.8

2.7

4.2

3.0

20.5

25.5

22.6

58.7

48.6

54.2

9.3

9.7

9.6

1.2

0.4
0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性を上回るほど増える方がよい

男女半々になるまで増える方がよい

男女半々まではいかなくても増える方がよい

今のままでよい

今より少ない方がよい

無回答
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施策 15 区の審議会等への女性の参画推進 

政策・方針決定過程への女性の参画を進めるため、女性の区の審議会等への参画状況を調査

し、審議会等への積極的な女性の登用を推進します。 

特に、女性委員がいない審議会等に関しては、庁内各所管に働きかけ、積極的な女性の登用

を推進します。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 
審議会等への女性

の参画推進 

区の審議会等における女性委員の参画状況を調

査し、特に女性委員がいない審議会等に関しては、

各所管に対し、『０から１』への働きかけを行います。 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・庁内各所管課への働きかけ 

・審議会等における男女別の参画状況調査の 

実施 
 

 

 

男女共同参画審議会の意見 

 

「女性委員のいない審議会等へ『０から１への働きかけ』を！」 

 

平成 27 年 3 月末現在の審議会等への女性委員の参画率は 33.3％で、目標

値とする 40％とは依然として大きな差があります。女性委員数ゼロの審議会

も依然として存在しています。 

第 4 次・第 5 次行動計画で掲げた「女性委員のいない審議会等に対する『０

から１への働きかけ』」は、引き続き実施してください。女性の積極的な登用

を図るため、公募人数枠の拡充など、審議会等を所管する部署への働きかけ

について改選時期を捉えて行うことを期待します。 
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 目標Ⅳ  人権を尊重し、あらゆる暴力を根絶します  

課題８ ＤＶの防止と被害者の支援 
 
 
 
 
 
 

現状と課題  

この計画において、目標Ⅳ（課題８）は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に

関する法律（ＤＶ防止法）」第２条の３第３項に定める「市町村基本計画」を兼ねるものとし

て策定しています。 

配偶者や恋人など親密なパートナーからの暴力（以下、配偶者暴力（DV）と記します）に

よる被害の相談件数が年々増加しています。配偶者暴力（ＤＶ）は、被害者への重大な人権侵

害であり、男女共同参画社会の実現を妨げるものです。また、家庭内で起こることが多く、潜

在化しがちであり、問題の解決を難しくしています。また、その家庭にこどもがいる場合、こ

どもへの精神的虐待が生じ、継続すれば、こどもの人格形成にも大きな影響を与えます。また、

こどもの身体・生命をおびやかす虐待が行われているケースもあることから、DV 被害者及び

そのこどもも含めた対応が必要となっています。 

「意識実態調査」によれば、過去 1 年以内において被害経験が１度でもあったという回答が

全体の１5.7%となっています。また、同調査で、暴力を受けた人のうち誰かに相談した人は

3 割弱であり、相談しなかったという人は 6 割を超えています。（図表Ⅳ－１参照）被害を受

けても相談しなかった（できなかった）理由で最も多かったのは、「相談するほどのことでは

ないと思った」となっています。（図表Ⅳ－２参照） 

さらに、若年層では、交際相手からの暴力（デート DV（※））も問題となっています。これ

らのことから、江東区では引き続き、DV の未然防止や潜在的な被害者への対応、相談窓口の

充実、自立への支援等を推進していく必要があります。そして、暴力を予防し暴力を容認しな

い社会風土を形成するとともに、相談から自立支援まで一貫した被害者支援に取り組むことが

必要です。 

 

配偶者暴力対策基本計画 

※は用語解説（P147）参照  
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図表Ⅳ－1  暴力を受けたときの相談の有無 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

図表Ⅳ－2 相談しなかった・できなかった理由 
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28.2%

無回答
11.0%
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60.8%
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％
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ではないと思ったから

相談しても無駄だと思ったから
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自分にも悪いところが
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ら

どこに相談すればよいか
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その他

特に理由はない

無回答

43.5

21.7

21.7

21.7

13.0

0.0

13.0

4.3

0.0

13.0

0.0

8.7

4.3

8.7

40.0

41.3

30.0

21.3

21.3

17.5

12.5

12.5

10.0

3.8

3.8

3.8

6.3

3.8

0 10 20 30 40 50
％

40.9

35.5

27.3

22.7

20.0

13.6

13.6

11.8

7.3

6.4

2.7

5.5

5.5

4.5

01020304050

全体（110）
男性（23）
女性（80）



 
 

 62 

 

図表Ⅳ－3  暴力防止や被害者の支援のために必要な対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 根拠となるデータ 現 状 値 目 標 値 

ＤＶ相談件数 業務取得 
延べ 3,667 件 

（平成 26 年度） 
－ 

ＤＶ相談窓口を知って

いる区民の割合 

長期計画 

区民アンケート調査 

41.2% 

（平成 26 年度） 

70% 

（平成 32 年度） 

回答者数=764
％

被害者のための相談の充実

法律による規制や見直しを行う

被害者の避難場所（シェルター）の充実

被害者が自立するための支援策の充
実

犯罪の取締りの強化

家庭・学校での男女平等や性について
の教育の充実

行政や警察が啓発活動を積極的に行う

過激なビデオソフトなどの販売や貸し出
しの制限

捜査や裁判の担当者に女性を増やす

メディアの倫理規定・規制の強化

地域で区民によるイベントや研修などを
行う

その他

特にない

わからない

無回答

49.6

39.3

38.4

34.0

32.9

30.0

28.4

17.4

14.8

12.4

2.9

2.7

0.9

2.9

5.0
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施策 16 ＤＶの未然防止 

配偶者暴力（DV）を予防し、暴力を容認しない社会風土を形成するために、配偶者暴力（DV）

を理解するための情報提供や講座・講習会の実施など情報提供のさらなる充実を通して、配偶

者暴力（DV）に関する啓発を行います。 

また、交際相手からの暴力（デート DV）の問題も深刻になってきていることから、若い世

代への予防教育にも引き続き取り組んでいきます。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 
区民に対する情報提

供・啓発の推進 

様々な機会や情報提供の手段を通じて、男女間の

暴力被害が人権侵害であることを周知し、啓発活動を

進めます。 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・広報紙での情報提供 

・ホームページでの情報提供 

・講座・講演会の実施 
 

２ 
若い世代を対象とし

た予防教育の実施 

デート DV を予防するため、学校・PTA と連携しなが

ら、若い世代のデート DV 防止に向けた意識啓発を推

進します。 男女共同参画 

推進センター 

指導室 

 
＊主な取り組み＊ 

・パンフレットの配布などによる意識啓発 

・デート DV 防止の出前講座の実施 
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施策 17 相談窓口の充実と安全の確保 

相談から自立まで切れ目のない支援を行っていくため、配偶者暴力相談支援センターの機能

を充実させていきます。被害者やそのこどもが問題を抱え込まないように、相談窓口を充実す

るとともに広報に努めます。 

また、被害者及びそのこどもの安全を確保できるよう、必要な支援を適切に受けられる支援

体制を整備します。 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 
配偶者暴力相談支援

センター機能の推進 

相談から自立まで一貫した支援ができるように、配

偶者暴力相談支援センターを中心に被害者支援をさ

らに推進します。 

 

＊主な取り組み＊ 

・相談員の専門研修によるスキルアップ 

 

男女共同参画 

推進センター 

２ 相談窓口の充実 

被害者やそのこどもが問題を抱え込まないように、

相談窓口を充実するとともに広報に努めます。 
男女共同参画 

推進センター 

保護第一課・ 

第二課 

子育て支援課 

地域ケア推進課

障害者支援課 

各保健相談所 

人権推進課 

 
＊主な取り組み＊ 

・女性のなやみと DV 相談 

・女性のための法律相談 

・男性相談事業の検討（新規） 

・婦人・母子・父子・家庭相談 

・児童虐待相談 

・窓口対応マニュアルの整備 

・相談窓口に関する情報提供 

・高齢者、障害者虐待に関する相談、精神保健 

相談、人権相談 
 

３ 

被害者および 

こどもの安全の 

確保 

被害者の緊急一時保護や住民票等の閲覧・交付の

制限、区の関係部署、警察等の関係機関との連携な

どにより、被害者やそのこどもの安全確保を図ります。 

保護第一課・ 

第二課 

子育て支援課 

地域ケア推進課

障害者支援課 

区民課 

学務課 

指導室 

 
＊主な取り組み＊ 

・緊急一時保護施設の活用 

・こども、高齢者、障害者の一時保護 

・住民票等の写しの閲覧・交付の制限 

・就学、転校時の適切な対応 
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図表Ⅳ－4  江東区ＤＶ被害者支援連携図 
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力
被
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か
ら
の
暴
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等
に
つ
い
て
の
相
談
等

江東区配偶者暴力
相談支援センタ―
　
（相談、
　保護命令関係支援、
　区関係部署・警察等
　関係機関への同行
　支援、
　証明書発行等）

保護第一課・第二課

（一時保護、相談、自立
支援、生保適用等）

・被害者の保護

・相談

・加害者の検挙

・ストーカー規制法

　に基づく警告等

・警察署長等の援助

警　察
東京都女性相談
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母子自立支援施設、
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　接近禁止命令

　退去命令

　電話等禁止命令

・仮処分命令

病院等
医療機関

・被害者の発見・通報

・治療

・診断書の作成

・支援センターについて

 の情報提供

相
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・
通
報
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・
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告
訴
・
通
報

保
護
命
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等

保
護
命
令
に
対
す
る
書
面
提
出

連携

通報

通報

通
報保護命令に対する書面提出

連携

連携

一時保護依頼

一時保護要請

一時保護要請

連携
連携

連携

連携

配偶者暴力相談支援

センターの機能（＊）

＊　江東区配偶者暴力相談支援センターと保護第一課・第二課を囲って
　　「配偶者暴力相談支援センターの機能」としているのは、ＤＶ防止法で
　　規定されている支援センターの機能を両者が担っていることによる。
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施策 18 自立に向けた支援 

被害者が新たな生活を始めるためには、経済的基盤の確立、就労の場の確保、住まいやこど

もの養育などの生活基盤の確保などが必要になります。被害者一人ひとりの状況に応じたきめ

細かい支援を継続的に行えるよう、自立に向けた支援体制の充実を図ります。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 生活支援の充実 

被害者がいち早く新たな生活に移行できるように、

きめ細やかな生活支援を実施していきます。 

保護第一課・ 

第二課 

 
＊主な取り組み＊ 

・生活保護の実施 

・母子生活支援施設の活用 

・母子及び父子福祉資金の貸付 

・生活困窮者自立相談等支援事業 
 

２ 就労支援の充実 

被害者が早期に自立生活を始められるように、各種

給付金支給や就労に関する相談やセミナーなどの支

援を行います。 

保護第一課・ 

第二課 

経済課 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・自立支援教育訓練給付金 

・高等職業訓練促進給付金及び修了支援給付

金 

・こうとう若者・女性しごとセンターにおける就労

支援の実施 

・ハローワークとの共催事業の実施 

・東京しごとセンターとの連携 

・就職・起業支援セミナー 
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施策 19 人材の育成 

被害者に対応する職員・相談員、窓口対応の職員等に対し、配偶者暴力（DV）に関する正

しい理解と認識すべきことについて研修する機会を設けます。相談員の専門的能力を高め、被

害者への支援力の向上を図るとともに、被害者支援についての職員の意識の向上を図っていき

ます。また、職員の不適切な対応による二次被害を防止します。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 
職員・相談員等の育

成 

職員・相談員、窓口対応の職員等の育成を図ること

によって、被害者への対応を充実させるとともに、二次

被害を防止します。 
男女共同参画 

推進センター 
 
＊主な取り組み＊ 

・相談員の専門研修によるスキルアップ 

・職員に対する一般研修の実施 
 

 

施策 20 関係機関との連携 

DV 被害者の支援にあたっては、関係機関や民間の支援団体等も含め、幅広い連携、協力体

制を整備する必要があります。 

被害者の個々の状況に即して、実効性のある支援体制を整えるため、女性に対する暴力問題

連絡会議を実施し、関係各課・関係機関との緊密な連携を図ります。 

 

  

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

女性に対する暴力

問題連絡会議の実

施 

庁内各課の担当者との連絡会議を定期的に開催

することにより、情報交換を図るとともに、関係各課、関

係機関との連絡調整を行います。また、研修会、講演

会、ケース会議も随時実施します。 

男女共同参画 

推進センター 

２ 
関連する支援機関

等との連携 

警察や東京都の配偶者暴力相談支援センターとの

緊密な連携を図り、相談機能やその他の援助機能の

支援体制の充実を図っていきます。 

男女共同参画 

推進センター 
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課題９ 性暴力、セクシュアル・ハラスメントや虐待などの防止と被害者支援 

 

現状と課題  

DV だけでなく、セクシュアル・ハラスメントやストーカー（※）行為、児童・高齢者・障

害者への虐待も重大な人権問題となっています。 

「意識実態調査」によると、過去１年以内においてセクシュアル・ハラスメントや男女差別

に係る不愉快な経験がある人は 13.0％（「特にない」74.3％・「無回答」12.7％）と、平成

21 年度調査から若干減少しているものの、なお１割以上の人が被害にあっています。（図表Ⅳ

－5 参照） 

また、セクシュアル・ハラスメントを受けても相談しなかった（できなかった）人が約６割

となっています。 

こどもの虐待については、全国的に見ても増加を続けており、児童虐待の防止は社会全体で

取り組むべき重要な課題となっています。 

そのため、引き続き、あらゆる情報媒体や機会を活用した意識啓発のほか、一人ひとりのニ

ーズに柔軟に合わせたセクシュアル・ハラスメントやストーカー行為、児童・高齢者・障害者

への虐待の予防、早期発見、救済と被害者支援を推進していく必要があります。 

※は用語解説（P146）参照  
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図表Ⅳ－5 セクシュアル・ハラスメントを受けた経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅳ－6 相談の有無 

 

 

 

 

 

 

評価指標 根拠となるデータ 現 状 値 目 標 値 

セクシュアル・ハラスメ

ントをこの１年間に受け

た経験のない人の割合 

業務取得 
74.3％ 

（平成 26 年度） 

90% 

（平成 32 年度） 

 

回答者数=764
％

「女（男）のくせに」等差別的な言い方を
された

容姿について傷つくようなことを言われ
た

結婚や異性との交際についてしつこく聞
かれた

不必要に異性に体をさわられた

いやがっているのに性的な話を聞かさ
れた

つきあいなどをしつこく誘われた

繰り返し電話を受けたり、メールを送ら
れた

その他

特にない

無回答

4.6
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2.6

2.5

2.2

1.8

0.9

2.4

74.3

12.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

回答者数 =

99 31.3 58.6 10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談した 相談しなかった（できなかった） 無回答
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施策 21 性暴力、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為などの防止に向けた

意識啓発と被害者支援 

異性・同性を問わず起こりうる、性暴力やセクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為な

どの暴力を防止するために、様々な情報媒体を利用した情報提供や講座・講演会等による啓発

に取り組みます。 

また、性暴力被害者に対する相談窓口の開設を検討します。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

セクシュアル・ハラ

スメント等の防止

に向けた啓発 

様々な情報媒体や機会を活用して、セクシュアル・

ハラスメント等の防止に関する講座の実施、相談機関

の情報提供など啓発活動の充実に努めます。 
人権推進課 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・広報紙での情報提供 

・ホームページでの情報提供 

・講座・講演会の実施 
 

２ 

性暴力被害者への

相談窓口の開設 

（新規） 

性暴力被害者に対する相談窓口の開設を検討しま

す。 
男女共同参画 

推進センター 
 
＊主な取り組み＊ 

・相談事業の実施の検討（新規） 
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施策 22 虐待の早期発見、救済と被害者支援 

児童・高齢者・障害者への虐待の対応に向けた取り組みを進めるうえでは、虐待の未然防止

や被害者の早期発見と救済、一人ひとりに合わせた柔軟な支援が重要となってきます。 

様々な媒体を活用した情報提供、相談窓口の充実、関連機関との連携強化を図り、児童・高

齢者・障害者への虐待の予防、早期発見、救済と被害者支援に努めます。 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

児童・高齢者・障害

者への虐待防止の

啓発 

様々な情報媒体や機会を活用するとともに、キャン

ペーン活動などを通して、啓発活動の充実に努めま

す。 
男女共同参画 

推進センター 

子育て支援課 

地域ケア推進課

障害者支援課 

人権推進課 

 
＊主な取り組み＊ 

・広報紙での情報提供 

・ホームページでの情報提供 

・講座・講演会の実施 

・キャンペーン活動の実施 
 

２ 

児童・高齢者・障害

者への虐待に関す

る相談窓口の充実 

児童・高齢者・障害者への虐待についての相談窓

口を充実し、一人ひとりに合わせた柔軟な支援を行い

ます。 
子育て支援課 

地域ケア推進課

障害者支援課 

 
＊主な取り組み＊ 

・子ども家庭支援センター 

・長寿サポートセンター（地域包括支援センター（※）） 

・障害者虐待防止センター 
 

３ 
職員・相談員等の育

成 

相談業務のさらなるレベルアップを目指し、職員・相

談員等に対して専門研修の実施、充実を図ります。 

子育て支援課  
＊主な取り組み＊ 

・職員、相談員に対する研修の実施 
 

４ 関係機関との連携 

区内の関係各課、関係機関との連携を強化するとと

もに、地域ネットワークの強化を図ることによって、児

童・高齢者・障害者への虐待の予防、早期発見・救

済、支援ができる体制の確立を目指します。 子育て支援課 

各保健相談所 
 
＊主な取り組み＊ 

・要保護児童対策地域協議会（※）の実施 

・健診・相談等の事業における予防・早期発見 
 

※は用語解説（P147）参照
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 目標Ⅴ  行動計画を積極的に推進します  

課題 10 推進体制の充実 

 

現状と課題  

「意識実態調査」では、江東区の男女共同参画推進に関する施策について、「女性のなやみ

とＤＶ相談」、「女性のための法律相談」以外は半数以上が「言葉を聞いたことがない」と回答

しており、男女共同参画推進のための施策は、区民に浸透していない状況です。（図表Ⅴ－1

参照） 

また、男女共同参画推進センターを利用したことがある人は 9.2％であり、「知っているが、

利用したことがない」人を合わせても、知っている人は約３割にとどまっています。（図表Ⅴ

－2 参照） 

この行動計画の趣旨と目標達成に向けた施策内容を広く区民にお知らせし、施策推進の拠点

である男女共同参画推進センター事業の充実を図る必要があります。また、区はモデル事業所

として、管理・監督職における女性の比率の向上、男性職員の育児・介護休業の取得促進など

を積極的に進める必要があります。 

図表Ⅴ－1  男女共同参画推進に関する区の施策の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

江東区男女共同参画条例

男女共同参画KOTOプラン

女性のなやみとDV相談

女性のための法律相談

男女共同参画のための広報誌
『こうとうの女性』の発行

江東区男女共同参画フォーラム

江東区パルカレッジ

男女共同参画学習講座

回答者数 =764
3.5

2.1

11.6

9.0

4.6

3.8

3.1

3.0

32.2

21.5

31.2

36.9

16.2

29.8

15.8

16.1

56.7

68.1

48.4

45.5

70.3

57.9

72.5

72.1

7.6

8.4

8.8

8.5

8.9

8.5

8.5

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

言葉も内容も知っている

言葉を聞いたことがあるが内容は知らない

言葉を聞いたことがない

無回答
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図表Ⅴ―2  男女共同参画推進センターの認知と利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 根拠となるデータ 現 状 値 目 標 値 

男女共同参画推進センタ

ーの認知度（＊） 
意識実態調査 

30.7％ 

（平成 26 年度） 

50% 

（平成 32 年度） 
＊男女共同参画推進センターを「利用したことがある」、「知っているが利用したことはない」と

回答した人の合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全  体 764

男　性 259

女　性 443

回答者数 =

12.4

3.1

9.2

23.3

18.5

21.5

57.6

69.5

61.5

6.8

8.9

7.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したことがある 知っているが利用したことはない

施設があることを知らない 無回答



 
 

 74 

 

施策 23 男女共同参画推進センターの充実 

男女共同参画社会の形成を推進するための拠点施設として、男女共同参画推進センターの充

実を図ります。 

男女共同参画推進センターでは、意識啓発及び学習の場の提供、男女共同参画の意識を持っ

て地域で活動できる人材・団体の育成、女性の悩みを解決するための相談の充実を図るととも

に、区民との協働・交流の場の充実を図ります。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 
男女共同参画学習

の充実 

区民に対する意識啓発及び学習の場を提供しま

す。就学前のこどもがいる人も気軽に参加できるよう、

一時保育の充実を図ります。 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・男女共同参画学習事業 

・一時保育/派遣一時保育の実施 

・保育ボランティアの育成 
 

２ 

男女共同参画を推

進する人材・団体の

育成・活用 

男女共同参画の意識を持って地域で活動できる人

材・団体を育成、活用します。 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・パルカレッジ 

・パルカレッジステップアップ支援セミナー 
 

３ 

男女共同参画に関

する情報提供の充

実 

男女共同参画の推進に役立つ情報を収集、発信し

ます。 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・広報紙の発行 

・メールマガジンの発行（新規） 

・ホームページによる情報提供・啓発 

・図書・資料の収集・提供 
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施 策  

内  容 関係する所管 

４ 相談事業の実施 

女性の悩みを解決するための相談事業の充実を図

ります。 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・女性のなやみとＤＶ相談 

・女性のための法律相談 
 

５ 
区民との協働・交流

の充実 

区民との協働・交流の場の充実を図ります。 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・男女共同参画フォーラム 

・パルシティまつり 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔２０１５男女共同参画フォーラムより〕
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施策 24 庁内における男女共同参画の推進 

区が率先して男女共同参画を推進することにより、モデル事業所としての役割を果たしてい

きます。 

男女共同参画に対する職員の意識向上や管理・監督職における女性の参画を進めるとともに、

男女がともに働きやすい職場づくりに取り組みます。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

男女共同参画に対

する職員の意識の

向上 

職員を対象に、男女共同参画に関する意識の向上

を図ります。 

職員課 

広報広聴課 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・職員研修の充実 

・職員報による意識啓発 

・職員意識の把握 

・メールマガジンの発行（新規） 
 

２ 

庁内の管理・監督職

における男女共同

参画の推進 

女性の管理・監督職を増やし、庁内の意思決定過

程における男女共同参画を進めます。 

職員課 

 
＊主な取り組み＊ 

・管理職・係長試験対策講座の充実 

・女性職員の昇進・昇格試験の受験奨励 

・メンター制度（※）の検討 
 

３ 

男女がともに働き

やすい職場づくり

の推進 

女性・男性がともに働きやすい職場づくりに向けた

しくみの充実を図ります。 

職員課 

 
＊主な取り組み＊ 

・「職場におけるセクシュアル・ハラスメント基本方 

針」の周知・徹底 

・育児・介護休業制度取得の促進 

・セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント 

（※）の相談の実施 

・子育て支援や女性活躍に関する江東区特定 

事業主行動計画の推進 
 

 

※は用語解説（P147）参照  
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施策 25 庁内推進体制の充実 

関係部署との連携を図り、施策の進捗状況や区民の意識・実態の変化を定期的に把握しなが

ら、男女共同参画の施策を着実に実行していきます。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 関係部署との連携 

関係部署と連携し、関連する施策や事業などの資

源を活用して、男女共同参画を推進します。 

男女共同参画 

推進センター 

 
＊主な取り組み＊ 

・男女共同参画条例等の周知 

・男女共同参画推進行政会議の運営 
 

２ 

男女共同参画行動

計画の進捗状況の

把握 

施策の進捗状況や区民の意識・実態の変化を把握

しながら、男女共同参画行動計画における目標の達

成を目指します。 
男女共同参画 

推進センター 

企画課 

広報広聴課 

 
＊主な取り組み＊ 

・男女共同参画行動計画進捗状況調査の実施 

・区民アンケートの実施 

・区政世論調査の実施 

・男女共同参画に関する意識実態調査の実施 
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施策 26 区民参画体制の充実 

学識経験者、団体、公募区民で構成する江東区男女共同参画審議会において、区民との協働

により男女共同参画を推進します。 

 

 

施 策  

 
内  容 関係する所管 

１ 

区民との協働によ

る男女共同参画の

推進 

学識経験者、団体、公募区民で構成する江東区男

女共同参画審議会において、計画の進捗状況等につ

いて協議するとともに、必要な建議を行います。 男女共同参画 

推進センター  
＊主な取り組み＊ 

・男女共同参画審議会の運営 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜男女共同参画推進体制の流れ＞ 

 

区 長 

男女共同参画推進行政会議 

 会長：副区長 

 委員：関係部長 

 

幹事会 

 幹事長：総務部長 

 委員：関係課長 

男女共同参画審議会 

 学識経験者 

 区民（団体推薦・ 

一般公募） 

全庁で推進 

下命 

報告 

諮問

提言 報告 下命 


